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発刊に当たって

SGEC森林認証制度は、 2016年6月にPEFC国際森林認証制度との相互承認が認めら

れ、これを記念して「SGEC森林認証フオーラムin東京」を高円宮妃殿下ご臨席のもと

で開催いたしました。以来、SGECは、国際森林認証を実施するSGEC/PEFCジャパンとし

て新たに出発し、活動して参りました。

現在、SGEC/PEFCジャパンは、 PEFC相互承認規格に基づく認証への移行を終え、名実

ともにPEFC相互承認規格に基づく森林認証制度として、持続可能な森林経営の実現を

目指して運営を行っております。その結果、2019年1月末現在、同規格に基づく認証森

林及び認証森林から生産される認証木材・木製品の加工・流通を担う認証CoC企業（事

業体）は、それぞれ約190万HA及び約860企業と大幅に増加しております。

さて、ご案内の通り、現在、2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発目

標(SDGs)」が、企業経営や行政推進の理念として広く取り組まれております。森林認

証制度はSDGsとの親和性が高く、その達成に貢献する制度として高く評価されており

ます。SGEC/PEFC認証制度としては、このような評価に答え得る時宜を得た制度として

管理・運営していくことが強く求められております。

「環境」と「持続可能性」が重視される経済・社会へと大きく変革するなか、近年、

森林認証制度に対する関心はとみに高まってきております。

本書は、森林認証制度の意義や役割とその仕組、更には認証取得の方法などについて

詳しく解説しております。

環境や森林、あるいは木材に興味を持つ方々、更には森林経営や木材産業に携わる

方々、認証木製品の流通・販売に携わる方々に、ご参考にしていただき、森林認証制度

についてご理解を賜れば幸いに存じます。

2019年4月1日

一般社団法人緑の循環認証会議

(SGEC/PEFCジャパン）

会長佐々木惠彦
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｢SGEC森林認証フォーラムin東京」高円宮妃殿下ご臨席のもと開催」

SGEC森林認証フォーラムが2016年6月7日東京大学弥生講堂で開催され､会場がほ

ぼ満席の300人近くの方が参加しました。SGECは6月3BPEFCとの相互認証が実現

し、今回のフォーラムでは、PEFCのCEOベン・ガニバーグ氏と、英国PEFC会長アラン・

ワトキンス氏を迎え、 「森林認証制度の国際化へ向け、相互承認のこれから」に焦点を

あてたフォーラムを開催しました。

フォーラムの席上でPEFCガニバーグ氏からSGEC佐々木会長に相互認証の証書が手

渡され、記念すべき会合となりました。

高円宮妃殿下のご臨席を賜り、お言葉を頂きました。今井林野庁長官、英国PEFCIJ

トキンス氏からのあいさつに続き、ガニバーグ氏の記念講演ではSGECがPEFCと相互

認証することにより様々なメリットがあることが強調されました。また、筑波大学志賀

和人教授からSGECの13年の歴史をふりかえり、 「緑の循環」における今後の役割が述

べられ、中川SGEC事務局長が相互認証の具体的な仕組みを説明いたしました。

東京五輪・パラリンピック競技施設等への認証材の供給に向け、各地で森林認証制度

について関心は高まっており、全国からの多くの参加者を得て、熱気が感じられた会と

なりました。

鐸
h JL

高円宮妃殿下の御臨席もとにPEFCガニバーグ氏から相互認証の証書の授与を受ける。
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高円宮妃殿下のお言葉をいただく。

高円宮妃殿下のご臨席の下でSGEC佐々木会長のあいさつ
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PEFC国際認証制度の活動状況について語るPEFC-CEOのガニバーグ氏

2012開催のロンドン五輪・パラリンピックの競技施設の建設に認証木材の調達の実現を語

る英国PEFC会長のワトキンス氏
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PEFC相互承認証書

本証明書は、2015年3月27日に開催されたSGEC理事会の決議に基づき同日付で申

請を行ったSGEC文書について一部修正のうえ承認され､2016年6月7日に開催された

「SGEC森林認証フォーラムin東京」の席上で交付されたものである。
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PEFC相互承認証明書

SGEC認証制度は､PEFC評議会の要求事項を満たしており、PEFC評議会により相互承認

されたことを証明する｡当該適合性に関しては､パブリックコンサルテーションを含む、

独立したコンサルタントによる評価により検証され、2016年6月3日にPEFC総会メンバ

ーにより承認された。

本相互承認は、SGECが継続してPEFC会員（メンバー）であることを前提とするととも

に、PEFC評議会により定期的な制度の改正が必要とされていることから、2016年6月3日

付けで承認された認証制度のバージョンは、2021年6月3日まで有効である。SGECは、い

かなる制度の改正についても、相互承認のためにPEFC評議会に報告しなければならない。

議長代行ナタリー・ウフナーグルージョヴィ

事務局長ベン・ガニバーグ
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○はじめに

2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標(SDGs : Sustainable

DevelopmentGoals)」は、今や世界の経済・社会の枠組みを大きく変える動きとなって

きております。このような動きの「鍵」は、いずれも、 「環境」であり、 「持続可能性」

であります。

森林認証制度は、環境（自然)、社会、経済の3部門から要求事項を定め、これに適

合する持続可能な森林経営の実現を目指しており、 SDGsに貢献する制度として極めて

親和性が高いと評価されております。このような状況を踏まえ、 SGEC認証制度につい

て、SDGsを実践する制度として位置づけ、森林認証規格と持続可能な開発目標(SDGs)

の「17の目標」及び「169のターゲット」の関連を分析し、SDGsの実現に貢献する制度

として、より効果的に機能できるよう努めることが重要となってきております。

また、この度、2020年東京五輪・パラリンピックの競技施設等の整備に、持続可能な

森林経営から生産された認証材の使用が実現しました。これが契機となって、全国各地

で森林管理(FM)認証やCoC認証の取得の動きが活発化しており、現在、全都道府県に

おいてSGEC認証森林の取得が実現しております。

今後、このことが、 “レガシー”となって、森林認証制度が普及・拡大し、森林認証

制度をツールとして、約1000万haに及ぶ成熟しつつある日本の人工林の持続可能な経

営の実現に向けて、大きなインセンティブを与えることに強い期待が寄せられておりま

す。

一方、今後の認証材の普及においても、ポスト東京五輪・パラリンピックに向けて、

公共施設への認証材の使用や認証材を活用した企業の環境ブランド志向の高まりが期

待されております｡このような中､緑の循環認証会議(SGEC/PEFCジャパン)は､SGEC/PEFC

登録制度を的確に運用することにより、ステークホルダーに適時適切に認証情報の提供

を行い､認証材サプライチェーンの構築による認証材ビジネスの活性化に貢献するよう

努めることが重要となっております。

なお、 2025年に開催が予定されている大阪万博においても施設整備に当たって認証

材が使用されるよう広く啓発していく必要があります。

更に、我が国においては、少子高齢化に伴う人口減少が社会問題となる中で、木材需

要の減少が懸念されております。このような中、国内林業の発展を期すためには、国産

認証材サプライチェーンの構築による国産材振興と併せて、国産認証材の輸出をも視野

に入れた認証材貿易の展開が求められております。

近年､アジアを中心とした地域においては､経済が急速に発展してきている中で､PEFC

－9－



国際森林認証制度の相互承認に向けた活動が活発化してきております。今後、アジアを

中心とした地域において､PEFC国際森林認証制度ネットワークを普及させるためには、

関係各国間での緊密な連携のもと、 PEFCとの相互承認に向けた普及・啓発活動を活発

化させるとともに、 PEFCと相互承認を行っている各国森林認証制度の適正かつ厳格な

運用について相互に啓発し、 PEFC国際森林認証制度のネットワークに対する「信頼と

安心」を確立することが極めて重要となっております。

今、 「環境」と「持続可能性」が重視された世界の経済・社会へと、その枠組みが大き

く変革する中で、持続可能な森林経営を実現する森林認証制度の役割に対する市民。消

費者の関心はとみに高まりつつあります。今後、市民・消費者に直接認証材製品を届け

るブランドオーナー等に啓発し、認証材をツールとした企業の環境ブランドビジネスの

積極的な展開により、認証材製品を市民・消費者の間に深く、広く浸透させていくこと

が極めて重要となっております。

SGECは、2016年6月にPEFC国際森林認証と相互承認が認められ、以来SGEC/PEFCジ

ャパンとして、 PEFC相互承認制度への移行措置を進めて参りました。 2018年以降、数

年にわたって予定されているPEFCの認証規格改正、また、アイヌ新法の制定、更には

認証現場の実態等を踏まえて、 SGEC認証規格の全面的な見直しを行わなければならな

い時期を迎えております。このような状況の中で、今後は、より適格な認証制度の運営

を期して、認証規格の見直しを行い、 SGEC/PEFC森林認証制度の完成度を高めていくこ

とが求められております。

2019年4月1日

一般社団法人緑の循環認証会議

SGEC/PEFCジャパン事務局

理事・前事務局長 中川清郎

専務理事・事務局長梶谷辰哉

管理部長 竹田元次

企画部長 三島征一

認証部長 瀬川宗生

国際部長 堀尾牧子

参 与 高原繁

-10－



(参考） 外務省のホームページより掲載

SDGs (｢持続可能な開発目標(SDGs :SustainableDevelopmentGoaIs)｣)

持続可能な開発目標(SDGs)とは、2001年に策定されたミレニアム開発目標(MDGs)

の後継として､2015年9月の国連サミットで採択された｢持続可能な開発のための2030

アジエンダ」にて記載された2016年から2030年までの国際目標です。持続可能な世

界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の誰一人と

して取り残さない(leavenoonebehind)ことを誓っています。SDGsは発展途上国の

みならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても

積極的に取り組んでいます。

【参考】持続可能な開発目標(SDGs)の概要
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【参考】持続可能な開発目標(SDGs)の詳細

-12-

目標1 （貧困） あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

目標2 （飢餓） 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。

目標3 （保健） あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標4（教育） すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する。

目標5 （ジェンダー） ジエンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。

目標6 （水・衛生） すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。

目標7 （エネルギー）
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを

確保する。

目標8 （経済成長と

雇用）

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが

いのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク）を促進する。

目標9 （インフラ、

産業化、イノベーシ

ヨン）

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイ

ノベーションの推進を図る･

目標10 （不平等） 各国内及び各国間の不平等を是正する。

目標11 （持続可能な

都市）
包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する。

目標12 （持続可能な

生産と消費
持続可能な生産消費形態を確保する。

目標13 （気候変動） 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

目標14（海洋資源） 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。

目標15 （陸上資源）
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化

への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する。

目標16 （平和）

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのア

クセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を

構築する。

目標17 （実施手段） 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性

化する。



【SGEC/PEFCフォーラム・アジアネットワーク構築会議・紙セミナー開催】

去る2018年6月28日に「SGEC/PEFC森林認証フォーラム」 、29日に「アジアを中心

とした地域における認証材構築ネットワーク会議､及び7月2日に｢PEFC紙セミナー」

を、PEFC本部より会長ピーター・レイサム、CEO/事務局長ペン・ガニバーグ、そしてイ

ンドネシア、マレーシア、韓国、タイ、ロシアからの各国PEFC本部が来日して開催し

ました。

「SGEC/PEFCフォーラム(28日）」は、沖林野庁長官よりご挨拶を頂いただき、約170

名の参加者を得て開催いたしました。始めに、PEFC会長レイサム氏が「SDGsに貢献す

るPEFC」について基調講演後、東京大学名誉教授の安藤直人氏にコーディネーターを

務めていただき、4名の有識者・業界代表の方々によるパネルディスカッションを行い

ました。フロアからの質問も交え、活発な議論がおこなわれました。

翌日（29日）の「ネットワーク構築会議｣では約50名の参加を得て開催されました。

まず林野庁よりクリーンウッド法の解説に続き、参加各国から認証状況についてのプ

レゼンを行った後、 PEFCCEO/事務局長のガニバーグ氏よりPEFC活動の現状について

報告がありました。参加の方々より色々なご質問を頂き、有意義な情報提供・意見交換

の場となりました。

翌週の7月2日の「紙セミナー」は30名様の参加をいただきました。参加者は、製

紙･紙関係会社のみならず､ブランドオーナーの方々にも数社ご出席をいただきました。

PEFCCEOペン・ガニバーグ氏のプレゼン後は、SGEC/PEFC認証紙拡大に向けての色々な

ご質問。ご意見も頂き、活発な議論が展開されました。

3日間に渡るイペントに極東・アジアの各国、パネリスト、コーディネーター、議長

団、ご来賓の皆様多数の参加をいただき、これを機に、SGEC/PEFCジャパンとして国内

はもとより、アジアを中心とした地域の認証制度の普及・啓発に努める必要性を痛感い

たしました。
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零

6月28日「SGEC/PEFC森林認証フオーラム」開催風景

29日「アジアを中心とした地域における認証材ネットワーク構築会議」の開催風景
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第1章

SGEC/PEFC認証制度の概要と

その普及状況
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第1章SGEC/PEFC認証制度の概要とその普及状況

1 PEFC国際認証制度と相買祁認されたSGEC認証制度

(1) SGEC/PEFC認証制度

7.PEFC認証制度の創設の経緯

地球サミット （｢環境と開発に関する国際連合会議」 1992年にリオ・デ・ジャネイロ

で開催）以降、世界各国で森林認証制度の創設の機運が高まってきた。 1993年にはWF

が中心となって、 FSC (ForestStewardshipCouncil)が設立され、その後世界的広が

りを見せ、 2016年3月現在、世界81カ国で約1 ig8,780万ヘクタールの森林が認証

(FM認証） され、 CoC認証は117カ国3万件を超えている。

(FSCホームページ）

このような中、 PEFC認証制度は、 1999年に森林認証制度に関心をもつヨーロッパの

各国が参加し、 「汎欧州森林認証制度」 (PanEuropeanForestCertificationSchemes)

としてスタートした。

その後、2003年には、ヨーロッパ以外の諸国が加わり、 「PEFC森林認証制度相互承認

プログラム」 (ProgrammefortheEndorsementofForestCertificationSchemes)と

改組し、世界各国の認証制度と相互承認を行う国際認証組織として活動を開始した。近

年は、アジア地域の国々との相互承認はもとより、アフリカ地域においても積極的な活

動を展開している。
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SGECﾉPEFC認題詞度

息〃
S唾逓

④
》

SGECﾉPEFC盟証制度

PEFC森林認証制度

1999年に発月

汎欧州森林露証制度

PanEuropeanForestCertincationSchemes

○2003年に苗

PEFC森林麗証制度相互承浬プログラム

ProgrammefmtheEndorsementofFmestCertificationSchemes

SGEC盟証制度(2016年PEFCとの相互承麗）

2003年に発足､2016年にPEFCとの相Z

一般社団法人緑の循環認証会議:SGEC/PEFCジャパン

SustainableGreenEcosystemCouncil endorsedbyProgramme
fortheEndmsementofFmestCertificationschemes

'f.PEFC認証制度の普及状況

PEFCは、2016年9月現在、加盟国は49か国、相互承認国は44か国で、約31ghaの

認証森林が認証(FM認証）と11千件のCoC認証を擁している世界最大の森林認証組織

である。

ヨーロッパは、 PEFCが創設された地域であり、認証森林は高い分布状況を有してい

る。

また、 PEFCが「PEFC森林認証制度相互承認プログラム」に改組する前から国別の森

林認証制度が発達していた北米においても高い分布状況となっている。

一方、アジア、オセアニア地域はPEFCとの相互承認が進んでいない。現在、 PEFCと

の相互承認国は、オーストラリア、ニュージランド、マレーシア、インドネシア、中国、

日本、韓国の7か国(2018年12月現在)に止まっており、認証森林の分布状況も低位に

ある。今後に期待されている。
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PEFCの国際森林認証普及状況理SGECIPEFC翌訂制度
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(2) PEFCと相互承認をしたSGEC認証制度

7.PEFCとの相互承認とその経緯

1990年代当時、日本は、先進国のなかで、固有の森林認証制度を擁していない数少ない国

の一つとなっていた。こうした状況を踏まえ、2003年に我が国にふさわしい国内森林認証制

度として緑の循環認証会議(SGEC)が創設された。

SGECは、その後、2011年に国際森林認証制度としての要件を備えたより完成度の高い制度

を目指ざして、組織の法人化を行うとともに認証規格の改正を行ったが、この時点では、日

本国内において認定機関による認証機関の認定体制が未整備であったことから、完全に国

際森林認証制度としての要件を備える制度として活動することができなかった。

当時、 SGECがPEFCとの相互承認が認められ、活動するための重要な要件は二つあった。

その一つは、懸案であった日本国内における認証機関の認定機関による認定体制の整備で

あるが、これについては、 2014年に日本の認定機関である「公益財団法人日本適合性認定

協会(JAB)」において整備された。更に、相互承認の要件の－つとなっていたPEFCへの加

盟についても同年に実現した。この時点で、 SGECは、 PEFCとの相互承認を行い、活動する

上で懸案となっていた要件が整ったことから､2015年にPEFCに相互承認を申請し､その後、

約1年間にわたって、 PEFCのアセスメントを受け、 2016年にPEFC総会において相互承認

が認められた。
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PEFC加盟証(2014年7月29日）
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SGEC認証制度は､2003年に国内認証制度として創設

SGEC

SGEC認証制度は､2011年に国際森林認証制度との相互承認を目指し
､組織の法人化と認証制度のシステム(仕組み)や認証規格の見直し

Ｉ
ｉ

PEFCへの加盟とPEFCとPEFC の の

2014年7月にPEFCへ加盟､2016年5月に日本のPEFC認証制度を受i
管理を行う団体(NGB:NationaIGoverningBody)としてPEFCと契

のPEFC

2016年6月にPEFCとの相互承認を実現し､世界の37番目の､また､アジ
アの4番目のPEFC相互承盟国として出発
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また、緑の循環認証会議(SGEC/PEFCジャパン）は、 2016年にPEFC評議会との間で日本

国内のPEFC国際森林認証制度の管理に関する契約を締結し、日本国内のPEFC認証制度の

委任団体(SGEC/PEFCジャパン） として国内におけるPEFC国際森林認証制度の管理を代行

することとなった。

一方､NPO法人PEFCアジアプロモーションズは､PEFCが｢汎欧州森林認証制度｣から「PEFC

森林認証制度相互承認プログラム」に改組された直後の2004年に設立され、以来PEFC認

証制度のプロモーションを行うとともに、PEFC評議会との間で日本国内におけるPEFC認証

制度の管理に関する契約を締結し､国内におけるPEFC認証制度の管理の代行を行ってきた。

この間、 PEFCアジアプロモーションズは、 PEFC国際森林認証制度の草創期にあって、 日本

はもとよりアジア地域においてPEFC国際森林認証制度の普及・拡大に大きく寄与した。そ

の後、緑の循環認証会議(SGEC/PEFCジャパン）が2016年にPEFC委任団体となったことか

ら、 PEFCアジアプロモーションズは、 PPEFCとの日本国内におけるPEFC認証制度の管理に

関する契約を解除し、 PEFC委任団体としての役割を終了した。

以降においても、引き続きPEFC認証制度のプロモーション活動を展開してきたが､2018年

3月30日付で同法人を解散し、その実施してきた業務については、緑の循環認証会議

(SGEC/PEFCジャパン)において引き継ぐこととなった。

緑の循環認証会議の歩み

－25－

1992 地球サミット(国連環境開発会議UNCED)開催

1993 FSC森林認証制度(ForestStewardshipCouncil)設立

1999 PEFC汎欧州森林認証制度(Pan European Forest Certification

Schemes)設立

2003 PEFC森林認証制度相互承認プログラム(ProgrammefortheEndorsement

ofForestCertificationSchemes)に改組

2003 緑の循環認証会議(SGEC:SustainableGreenEcosystemCouncil)設立

2004 特定非営利活動法人(NPO法人) PEFCアジアプロモーションズ設立

2011 一般社団法人緑の循環認証会議(SGEC) 法人化及び規格改正

2014 SGECはPEFCへ加盟

2016 SGECはPEFCとの相互承認

2018 PEFCアジアプロモーションズ(PEFC-AP)解散業務はSGECで引き継ぐ。

2018 一般社団法人緑の循環認証会議(SGEC/PEFCジャパン:SustainableGreen

EcosystemCouncilendorsedbyProgranmefor theEndorsementof

ForestCertificationschemes)に名称変更



2016年度PEFC総会においてPEFC相互承認証書の授与

2016年度PEFC総会風景
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,f.SGEC/PEFC森林認証制度の普及状況

SGEC認証森林の普及状況は、 2011年の旧SGEC認証制度を見直した時点では約86万

haであったが、直近の2019年1月には約190万haとなっており、倍増している。

これは、全国各地で、東京五輪・パラリンピックの開催を契機に認証材の供給体制を整

備する動きが活発化してきたことによる。現在、 47都道府県でSGEC認証森林の実現を

見ている。

また、認証CoC企業についてみると、同じ<2011年の旧SGEC認証制度を見直した時

点では、約400企業であったが、直近の2019年1月には約860企業といずれも二倍強

となっている。認証CoC企業は、－時期減少に転じたが、森林管理認証と同様にPEFC

との相互承認や東京五輪･パラリンピックの開催を契機に認証材の供給体制を整備する

動きが活発化してきたことにより増加してきている。また、これと併せて、認証CoC企

業は、 PEFCとの相互承認によって、既にPEFC-CoC企業として認証されていた約200社

と一緒に活動することとなり、 このことが大幅に増加した要因の一つとなっている。

以上の通り、現在、47都道府県で森林認証が実現し、日本におけるSGEC/PEFC認証制

度の基盤は構築できた。今後は、ヨーロッパや北米に並ぶ普及の実現を目指し、次のス

テージに歩を進める段階にきている。認証森林の普及拡大によって、 SGEC/PEFC認証材

が、社会に広く深く浸透し、日本の木材市場において優位な地位の実現を目指す段階に

ある。
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2 SGEC/PEFC森林認証制度の仕組

(1)持続可能な森林経営を実現するSGEC/PEFC認証制度

森林認証制度は、森林管理(FM)の認証、即ち、森林の管理状況の認証と、CoC認証、

即ち、認証された森林から生産された木材（認証材）について生産・加工・流通の各工

程を担う企業の認証の二つの仕組から成り立っている。そして、 この二つの仕組には、

生産者による認証、即ち、第一者認証でもなく、消費者による認証、即ち、第二者の認

証でもない、第三者認証を採用し、信頼性を高めている。

このような仕組によって、森林認証制度は、環境、社会、経済の各分野を網羅する森

林認証規格に適合した森林管理の実現と認証森林から生産・加工された認証木材・木製

品を信頼できる管理の下で確実に消費者に届けることが出来る制度である。

ところで、日本には、森林法に基づく森林計画制度が完備されており、森林管理者は

森林経営計画を樹立することが出来る。森林計画制度は、森林管理者に対して、森林関

連法令の要求事項に適合する森林経営計画の樹立を求め､森林整備を進めるための都道

府県による技術指導はもとより、補助、融資及び税制にわたる支援措置が完備されてい

る。

このような中で、今、なぜ森林認証制度を導入しなければならないのか、という議論

がある。確かに、森林計画制度は、日本の森林を整備する上で重要な役割を果たしてき

ており、今後もその役割に対する期待は大きい。

しかし、今や､消費者の時代である。市民･消費者の消費性向や選択的購買の動向が、

経済社会を大きく変革させる時代である。一方、森林計画制度は、主に森林に係る法令

の遵守を基本とし、森林管理者の森林整備に対する支援措置を完備している制度ではあ

る。しかし、森林計画制度では、森林管理者が生産する木材を市場に出した場合にその

追跡は不可能で、森林管理者が生産した木材と消費者とつなげることが出来ない。

これを補完するのが森林認証制度である。森林認証制度は、市民・消費者の立場に立

って環境、社会、経済の各分野を網羅する規格に適合した認証森林の実現と、そこから

生産・加工された認証木材・木製品を確実に消費者に届けることが出来る制度である。

この制度のもと、認証木材・木製品について、市民・消費者の選択的購買を実現し、広

く社会に浸透することが期待できる。そして、市民・消費者の支援の下で持続可能な森

林経営の実現が可能となる。この場合の持続可能な森林経営は、単に木材の持続可能な

供給ばかりではなく、生物多様性、労働安全など環境、社会、経済の各分野に渡って持

続可能性の実現を目指している。
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森林認証制度の仕組

森林認証制度の仕組

森林管理(FM:Forestmanagement)認証
CoC(ChainofCustmy:加工流通過程の管理)麗証
第三者認歴

環境､社会、経済の各分野を網羅する規格に適合した森林の管理の実現

盟証森林から生産･加工された浬証木製品を消費者に届けるシステム

罷憲…司
認歴木材･木製品を広く社会に深く浸透させることを目指し､市民･消費
者の支援のもとで､持続可能な森林経営の実現
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(2)国際性と地域性と兼ね備えるSGEC/PEFC認証制度

世の中はグローバリゼーションの時代である。国際化の時代である。しかし、一方で

は地域性が求められ、多様性が求められる時代でもある。

PEFC認証制度は、地域（各国）のアイデンティティを認めつつ、グローバリゼーショ

ンの時代に対応できる国際化した森林認証制度の世界的なネットワークの構築を目指

している。即ち、PEFC認証制度は、国際性と同時に地域性をも重視する制度でもある。

SGECﾉPEFC認証制度

〃g、
璽錘

④
》

SGEC/PEFC森林認証制度の仕組

SGEC/PEFC認証制度の特性

○各国の森林認証制度との相互承認の推進

O国際規格(ISOﾉIEC)に基づき認証業務を管理

○｢政府間プロセス｣をベースにした

森林認証管理基準
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ア．各国の森林認証制度との相互承認の推進

PEFC認証制度の特性の第1は、各国の森林認証制度について、それぞれのアイデン

ティティを認めつつ、 PEFC国際森林認証規格への適合性を検証して相互承認を進め、

国際的な森林認証制度のネットワークを確立していることにある。

具体的には、 PEFCと相互承認を受ける全ての国の森林認証制度が、同一かつ高い水

準でPEFC国際森林認証規格に適合しているか、について検証する。その手続きとして

は、 PEFCは各国の森林認証制度について公開かつ透明で独立した相互承認プロセスを

実践することにより、 PEFC国際森林認証規格の水準がPEFCとの相互承認を受けるすべ

ての国の認証制度に適用されていることを検証する。このことによって、 PEFCは、国際

性を保持しながら、各国のアイデンティティを尊重しつつ、相互承認を進め、各国と一

緒になって世界の森林認証ネットワークをつくることとしている。

イ．国際規格(ISO/IEC)に基づく認証業務の管理

PEFC森林認証制度の特性の第2は、国際規格(ISO/IEC)を使用することによって、国

際的に認められた安全で質の高い製品やサービスを提供することを担保していること

である。

具体的には、森林管理(FM)認証、又は、 CoC認証を行う認証機関は、以下に定めら

れる要求事項を満たさなければならないとしている。また、その他の認証業務全般にわ

たって国際規格(ISO/IEC)に基づき認証業務を行うことを求めている。

①認証がマネジメントシステム認証として実施される場合、

ISO/IEC 17021-1

②認証が製品認証として実施される場合（ 「製品」の用語は広義で使用されてお

り、工程やサービスを含む）

ISO/IEC 17065

なお、 SGEC森林認証制度においては、森林管理(FM)認証及びCoC認証共に製品認証

として実施しており 「ISO/IEC 17065」に基づき認証業務を実施している。

ウ． 「政府間プロセス」をベースとした森林管理(FM)規格の制定

PEFC森林認証制度の特性の3は、各国の森林認証の基準は関係国が参加して取り組

んでいる「政府間プロセス」をベースとして各国の森林管理認証規格を策定することと

しており、このことによって制度の国際性を担保している。
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即ち、世界の149か国の政府がそれぞれ支持する持続可能な森林管理のための「政府

間プロセス」のうち、自国の政府が参加するプロセスを森林管理認証規格のベースとし

て採用することとしている。

「政府間プロセス」は、世界の森林環境等に応じて8基準ある。日本はモントリオー

ルプロセスに属しており、当然、SGEC認証制度は、モントリオールプロセスをベースに

森林管理認証規格を策定している。

（参考）

世界の政府間のプロセス基準

1992年の地球サミットでの森林保全への動きを受けて、各国間で持続可能な森林経

営のための基準､指標策定のための検討が行われ、以下の8つの政府間プロセス基準が

まとめられた。

世界の「政府間プロセス」

－34－

○汎欧州施業ガイドライン(PEOLG: 「汎欧州施業ガイドライン」は、6基準の実務

的な解釈を提供する。

○ATO(アフリカ木材機関)/ITTO原則：アフリカ天然熱帯林の持続可能な管理のた

めの基準及び指標(ATO/ITTOPCI)

○持続可能な森林管理のITTOガイドライン：

ITTOC&Iに基づく下記のITTOガイドラインは天然熱帯林および植林熱帯林の管

理を目的にITTOによって策定され、4. 3項で述べるATO/ITTOPC&Iの対象国を

除< ITTO設立メンバー国において認証基準を作成、または、改正する際の参考根

拠となる。

天然熱帯林の森林管理のための森林認証基準は下記に適合しなければならない。

･天然熱帯林の持続可能な管理のためのITTOガイドライン(1992)

および、

熱帯生産林の生物多様性保全のITTOガイドライン(1993)

、

○モントリオールプロセス（温帯林および北方林の保全および持続可能な管理の

ための基準および指標

○中近東プロセス、レパテリックプロセス

○アジア乾燥森林の地域イニシアティブ

○乾燥アフリカ地帯における持続可能な管理のための基準及び指標

○タラポト提案：アマゾン河流域の森林の持続可能な管理のための基準



(3)信頼を確保するSGEC/PEFC認証制度

孔子（論語）の言葉に「民信無くば立たず」がある。森林認証制度も市民・消費者

の信がなければ制度として成立しない。日本農林規格(JAS)は木材の性能品質につい

て確認し格付け表示を行っている。性能品質であれば、その木材・木製品を目視すれば

ある程度確認できる。しかし、森林認証制度は環境品質を認証する制度である。環境品

質は認証された木材・木製品を目視しても全く確認できない。環境品質の認証、即ち森

林認証制度による認証は、木材・木製品の生産された森林管理や加工・流通のプロセス

を認証する制度である。森林認証制度にとっては、この森林管理や加工・流通のプロセ

スの認証について市民・消費者の信頼を得ることが、その存立の基盤となっている。

SGEC/PEFCとしては、制度の信頼を確保するために、認証業務を担う「スキームオー

ナー（認証管理団体、 SchemeOwner)｣、 「認定機関(AccreditationBody)｣、及び「認

証機関(CertificationBody)」の三者が厳格に独立した形で運営されることを求めて

いる。

SGECﾉPEFC認証掴度

④
》〃呂込

…C
SGEC/PEFC森林認証制度仕組

制度の管理3機関が厳正に独立

○スキームオーナー(霊証管理団体､SchemeOwner)

’○認定機関(AccrednationBody)

○浬証機関(CertificationBody)

圃蘆あ蓮到密度の運営

O苦情処理制度の完備

－35－



このシステムの下で、各国のスキームオーナーは、 「政府間プロセス」をベースにし

て公開のもとで認証規格を策定し、 PEFCとの相互承認によってPEFC国際認証規格に適

合し、国際的レベルを保持している認証規格として管理することを求めている。

また、各国の認定機関は、認定機関の国際的機関である国際認定フォーラム(IAF:

InternationalAccreditationForum)のメンバーとなり、相互評価を行うことによっ

て世界的な認定レベルを保持していることが求められている。

認定機関は各国に設置されており、各国の認証機関について、 ISO国際規格

(ISO/IEC17065、若しくはISO/IEC17021-1 )に基づき、その能力、資質、独立性など

に関して厳格な審査を行い認定している。

このようにして認定機関の認定を受けた各国の認証機関は､スキームオーナーが策定

する認証規格に基づき、森林管理や木材・木製品、紙の加工・流通等の企業の遵守状況

について厳格に審査・検証し、森林管理やCoC企業（生産・加工・流通を担う企業）を

認証する。

認定機関から認定を受けた認証機関によって、相互承認された各国の認証規格に基づ

き認証された認証木材･木製品は､国際的な認証レベルを保持すると認められる｡即ち、

この仕組みのもとで管理された認証材は、 PEFC国際認証材として認められ、 PEFC国際

認証木材・製品として世界の認証材市場に参画できる。

なお、 PEFC森林認証制度では、特定のPEFCの認証木材・木製品について疑義がある

場合は、関係国の認証機関に対し、具体的な根拠をもって苦情の申し立を行うことがで

きる。苦情の申し立てがあった場合には、該当する認証機関はその苦情に対して迅速に

対応しなければならないこととなっている。即ち、認証機関は、苦情の申し立てに対し

てISO/IEC17065に基づき､透明性のある形で対応する仕組となっている｡具体的には、

苦情があれば、それを受理し、受理した旨を申立者に対し通知するとともに、できる限

りの必要な情報を収集し、検証を行い、その結果を苦情の申立者に通知しなければなら

ないこととなっている。更に、認証機関は、申立者への結果の通知以降も申し立てを解

決するためにすべての必要な措置を取らなければならないこととなっている。

これら3機関のうち認証機関以外の機関に対しても市民･消費者や関係者からの苦情

があった場合には、認証機関の能力についての苦情であれば認定機関が、認証規格その

ものについての苦情であればスキームオーナーが、それぞれ迅速に対応し、森林認証制

度に対する高い信頼性が確保されるように努めることとなっている。
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<参考＞スキームオーナー（認証管理団体)、認定機関及び認証機関の具体的要件

＜スキームオーナー＞

SGEC森林認証制度は、先ずSGECがSGEC森林認証のスキームオーナーとして公正。

公平・公開の手続きのもとで認証規格を策定する。具体的には、公正・公平。公開の手

続きを確保するために、スキームオーナーは、ステークホルダーを把握するための一

覧表（マッピング）を作成したうえで､参加を希望するステークホルダーを含めて各界

各層からなるステークホルダーを特定する手順を持たなければならない。この場合、

小規模な森林所有者、木材加工業者など不利な立場にあるステークホルダーや各地方

のステークホルダー（北海道においてはアイヌ関連団体を含む｡）及び森林育成、素材

の生産、製材、加工、販売及び輸出並びに環境・社会、消費、学識経験等に関連する主

要なステークホルダーが規格制定に関与できる仕組みを持たなければならない。

＜認定機関＞

認定機関は、国際認定フォーラム(IAF)に加盟する各国毎に設置されており、認証

規格の認める認定範囲(SGECの場合はSGEC認証規格の認定する範囲）の中で、認証す

る能力や資質、そして、独立性などに関して厳格な審査規格に基づいて認証機関を認

定する。ちなみに、日本には、認定機関として公益財団法人日本適合性認定協会(JAB)

がある。認定機関は、認証機関に対して、認定審査を行い、認証審査を行うに足るだけ

の能力があると判定した場合に認定書を授与する。認定審査を行うための審査の基準

は、SGECの場合はISO国際規格の((ISO/IEC17065: 「適合性評価一製品、プロセス及び

サービスの認証を行う機関に対する要求事項」）に基づくこととしている。この認定を

受けた認証機関のみが、認定機関のシンボル付認証書を発行することができる。なお 、

PEFCの森林管理の認定規格は、 ISO/IEC17065か「ISO/IEC 17021-1 :適合性評価-マ

ネジメントシステムの審査及び認証を行う機関に対する要求事項」のどちらでもよい

としている。

＜認証機関＞

認定機関によりSGEC認証規格の範囲内で認定を受けた認証機関は、SGEC認証規格が

森林管理者や木材・木製品等のCoC企業によって遵守されているかどうかについて、

ISO国際基準に準拠した認証手順のもとで適合性評価（認証審査）を実施する。認証機

関が、認証審査を実施し、認証書を発行するためには、認定機関から認定を受けている

ことを要件とする。即ち、認定機関からの認定があって初めて、認証機関が、第三者認

証を行うだけの実力を有するということが証明され､その発行する認証書の価値を高め

る。具体的には、SGEC認証機関の公示要件としては、認証を受ける主体からも独立した

第三者としての立場を保持し、 SGECが認める認定範囲(SGECの認める認証規格の範囲

内）で、国際規格(ISO/IEC 17065)により適合している旨の認定を受けていなければ

ならない。これらに加えて、認証機関は日本において法人登記がなされていなければな

らない。



(4) SGEC/PEFC認証材・管理材の流通

ア．認証材と管理材

認証CoC企業で扱う木材原材料（認証材及び管理材）は、すべて、次に示すデューデ

ィリジエンスシステム(DDS:DueDiligenceSystem)により、 「問題のある出処」に由

来するリスクが最小であることが検証され､証明されなければならないこととなってい

る。

④
》〃■■毎屯

邸厘啄
専】王 2 . : ‘三・

認証材と管理材

&範囲内|こ言まれもことか側

粥SGEC鰹鉦」の主亜を伴っ
サイクル原材料存SGEC鯉酊

翌日Iト ［

OSGEC管理材I
SGEC管理材は、SGECのデューディリジェンスシステム(DDS)

の実行によって｢問題のある出処｣に由来するリスクが最小化さ
れた原材料

OSGEC管理材

O｢問題のある出処｣とは

『問題のある出処｣とは､国内法､又は国際条約(未批准の条約

は尊宣。以下同じ｡）を尊重｡遵守しないもの等(参考参照）

①SGEC/PEFC認証材

SGEC/PEFC認証材は、 SGEC/PEFC認証書、若しくは・供給者がSGEC/PEFC認証書の対

象範囲内に含まれることが確認される文書（グループ認証の場合の認証書など）を保有

する者が「X%SGEC/PEFC認証」の主張を伴って入荷されたものとしている。

更に、リサイクルを推奨するためにリサイクル原材料をSGEC/PEFC認証材に含めるこ

とができる。具体的には、 SGEC/PEFC認証材とは、森林認証規格に適合している旨の認

証を受け、その生産・加工・流通のCoCプロセスにおいて認証されたCoC企業により管
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理され、 SGEC/PEFCのデューディリジェンスシステム(DDS)の実行によって「問題の

ある出処」に由来するリスクが最小化された原材料でなければならない。

なお、DDSでは、本書の第2章で詳述する「SGEC-CoC認証ガイドライン」の「第2デ

ューディリジエンスシステム(DDS)に関する最低限の要求事項」の概要の図「リスク

のカテゴリー」で「由来のレベル」及び「供給連鎖のレベル」の見込みが「低」とされ

る指標（無視できるほど小さいリスク）に分類されることが必要である。

②SGEC/PEFC管理材

SGEC/PEFC管理材についても、認証材ではないが、同様にSGEC/PEFCのデューディリ

ジェンスシステム(DDS) の実行によって「問題のある出処」に由来するリスクが最小

化された原材料であるとしている。

なお、 SGEC/PEFC承認を受けていない森林認証制度によって、認証材として宣言され

た供給品で、第三者認証機関による森林管理認証書またはCoC認証書による裏付けがあ

るものについては､SGEC/PEFC管理材とすることが出来る｡また､FSC管理材についても、

これに準じて第三者認証機関によるFSC管理材として証明する証書が添付されている場

合は、 SGEC/PEFC管理材とすることが出来る。

PEFCST2002:2013林産品のCoC－要求事項第二版(抜粋）

3.8管理材(Controlledsources)

PEFCのDDSの実行によって問題のある出処に由来するリスクが最小化された原材

料

3.9問題のある出処(Controversial sources)

下記にあたる林業活動である。すなわち、

(a)特に下記の分野に関連する森林に関わる行為で、条例、国法、または国際法を遵

守しないもの

－生物多様性の保全および森林の他の用途への転用を含む林業の施業と伐採

一環境的および文化的な価値が高いとして指定を受けた区域における施業

一保護の対象となっている種や絶滅危愼種(CITESの要求事項を含む）

－林業従事者の健康と労働問題

一先住民の財産、土地保有権、土地使用権

一第三者の財産、土地保有権、土地使用権

一税や使用料の支払い

(b)伐採国の林業部門に関わる交易および関税に関する法令を順守しないもの

(c)遺伝子組み換えを受けた木の使用

(d)一次林の人工林への転換を含む森林の他の植生への転換
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イ SGEC/PEFCロゴマークの使用

SGEC/PEFCロゴマークの使用目的は､認証木材･製品について認証製品から生産され、

その生産・加工・流通のすべての段階において、認証CoC企業によって管理され、 「出

処に問題」のない木材・木製品である旨の正確かつ検証可能な情報を提供することにあ

る。そして、このことにより、市民・消費者に認証木材・製品の選択的購買を促し、そ

の需要と供給を奨励し、市場メカニズムによる持続可能な経営の実現を目指す。

紗胃唾
念雷芝迩
司さ． 中 1

⑳
》

『 －ロー ローーーーー－

’’ ロゴマーク⑳使用

SGECロゴマークの使用⑳目的I
認証木材,製品について認証製品から生産され、そ⑩生産・加
工。流通のすべての段踏において、認証CoC企業（事業体）に
よって管理され、 「出処に問題j鰯ない商品である旨鰯正確か
つ検証可能な情報を提供

市民・消費者に認証木材‘製品の選択鮪購賀を促し、そ鞠需要
と供給を奨励することによって、市場メカニズムによる持続可
能意経営鋤実親を園指すものであるとしている。

SGECロゴマークの対割

①SGEC認証原材料に由来する認証製品、
②認証製品に混合され愚認証原材料以外⑩原材料について
r出処に問題」のない原材料、及び
③消識後翻りサイクル原材料に由来する製品
の3つ分類されるも⑳としている。

SGEC/PEFCロゴマークの基本的なデザインは下記の通りである。

なお、ロゴマークを使用する場合は、ロゴマーク使用ライセンス番号を取得しロゴマ

ークの下に付記しなければならない。

醗鱈

函

電

S雛唾戸這FC
SGEC/31-01.01 F'EH二/］』()l帷

応

（注）ロゴのマークを、 SGEC規格では「ロゴマーク」と規定し、PEFC規格では「ロゴ」と規定している。本書で

は便宜上SGEC及びSGEC/PEFCについては「ロゴマーク」と、またPEFCについては「ロゴ」と記述する。
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SGEC/PEFCロゴマークの使用については､認証CoC企業の任意のオプションであるが、

流通段階で認証木材･製品として明確に確認できるようにできるだけロゴマークを付す

ことを勧める。

なお、認証材・製品の販売・移譲に当たっては、出荷等に際して、必ず、認証材・製

品としての主張(｢X%SGEC認証｣、 「X%PEFC認証｣）を納品書等で明示しなければならな

いこととしている。

但し、管理材についてはその含有率を示すパーセントを表示することはできない。

SGECロゴマークを使用する場合は、 SGECロゴマーク使用許可申請を行い、 SGECD

ゴマークの使用契約をSGEC/PEFCジャパンと締結の上、ロゴマーク使用ライセンス番号

を取得しなければならない。この契約によって、SGEC/PEFCジャパン及び当該SGECロゴ

マーク使用者は、ロゴマークを使用するに当たって、それぞれの責務を適正に履行する

ことを約定する。

また、 SGEC/PEFCジャパンは、日本のPEFC認証管理団体(NGB)としてPEFC評議会との

間でPEFC認証制度の管理に関する契約を締結しており、PEFCの委任を受けてPEFCロゴ使

用ライセンスの発行について契約を行うことができる。従って、 PEFCロゴ使用ライセ

ンス番号の発行についても、SGEC/PEFCジャパンにPEFCロゴ使用許可申請を行い、 PEFC

ロゴの使用契約をSGEC/PEFCジャパンと締結して、 PEFCロゴ使用ライセンス番号を取得

し、 PEFCロゴを使用することが出来る。

なお、 SGEC/PEFCロゴマーク使用は、①SGEC/PEFC認証原材料に由来する認証製品、

②認証製品に混合される認証原材料以外の原材料について「出処に問題」のない原材料

即ち管理材、及び③消費後のリサイクル原材料に由来する製品を対象とする。
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SGEC/PEFCロゴマークの使用の概要

－43－

ロゴマーク使用の要件

ロゴマーク使用に当たっては、次の要件を満たさなければならない。

･有効なCoC認証を取得していること。

･認証CoC企業は、ロゴマークの使用に当たって、ロゴマーク使用ライセンス番号を

取得のうえ、必ず同ライセンス番号を付すこと。

･SGEC/PEFCロゴマークは、それぞれ商標登録がなされおり、それぞれの規格に基づ

き適正に使用すること。

ロゴマークの種類

ロゴマークの使用は3種類が有り、それぞれ適切に使用しなければならない。

･オンプロダクト使用（製品上使用）は、特定の商品及び特定商品に言及する商品力

タログやパンフレット等での使用。この場合、ロゴマークの使用は、認証主張「認

証率70％以上」の場合に可。

･オフプロダクト使用（製品外使用）は、認証CoC企業の広告やSGEC/PEFCの普及.

啓発や教育などを目的とするもので、特定の製品に関係しない場合の使用。

．－度限りのオフプロダクト使用(製品外使用)は、 SGEC/PEFCの普及・啓発や教育用

パンフレット等に使用。この場合、個別にSGEC/PEFCジャパンに許可を得て口ゴマ

一ク使用ライセンス番号を取得した上で使用。

ロゴマークの種類

ロゴマークのラベルは次の3種類があり、それぞれ適切に使用しなければならない。

･SGEC/PEFC認証材ラベルは認証材・製品の認証率70%以上を占めること。この場合

リサイクル原材料は認証原材料に含む。

･SGEC/PEFCリサイクルラベルは、 リサイクル原材料の含有率が70%以上占める

場合に使用できる。但しリサイクル原材料が85％以上はリサイクルラベルを使用

しなければならない。従って、 リサイクル原材料70%～85％までの間は、認証材ラ

ベル及びリサイクルラベルのどちらも使用可。

･SGEC/PEFC促進ラベル（一度限りの使用) SGEC/PEFC認証材ラベルを準用）は 、

個別にSGEC/PEFCジャパンの許可を得る必要がある。この場合、ロゴマークの使用

に当たってはSGECロゴマーク使用ライセンス番号｢SGEC31-01-01」又は｢PEFC31-

01-01」を付して使用しなければならない 0

ロゴマークの例外的な使用

ロゴマークの例外的な使用については､希望する認証CoC企業は個別にSGEC/PEFCジ

ャパンに申告して許可を得ること。それぞれのロゴマークの管理者(SGECマークは

SGEC/PEFCジャパン、 PEFCロゴはPEFC)において申請内容を検証しその諾否を決定

し、 SGEC/PEFCジャパンから申請企業に連絡する。
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ウ．認証材サプライチェーンの構築について

認証木材･木製品の選択的購買を促し､その社会への普及拡大を進めていくためには、

消費者に直接認証製品を届ける住宅、家具・木製品、紙製品等を製造販売するブランド

オーナー等の企業の役割が極めて大きい。このような消費者との接点となるブランドオ

ーナー等の企業に、認証森林から生産された認証材を生産・加工・流通の各工程を通じ

て円滑に供給するためには、認証材サプライチェーンの構築は重要である。

認証材サプライチェーンについては、基本的にはPEFC国際森林認証制度との相互承

認のもとではSGEC森林認証規格に基づき認証された森林から生産された認証木材・木

製品はPEFC認証材としての主張を行い、 PEFCロゴによる管理のもとでPEFCのサプラ

イチェーンに参入することとなる。

しかし、 SGEC森林認証制度は、 PEFCとの相互承認を行うに当たって、国産材利用者

の強い要請により、 PEFC認証材(PEFC認証主張、 PEFCロゴによる管理）のサプライチ

ェーンの構築と併せて、 SGEC国産認証材のサプライチェーン(SGEC認証主張、 SGECD

ゴマークによる管理）の構築にも応えられる仕組みを採用した。

即ち、 SGEC認証材(SGEC森林認証制度に基づき認証された木材）が、 SGEC国産認証材

のサプライチェーン内で流通する場合には、 SGEC認証材としての主張(｢X%SGEC認証｣）

を行い、また、 PEFC国際認証材のサプライチェーンに参入して流通する場合には、 PEFC

認証材としての主張(｢X%PEFC認証｣）を行うシステムとしている。

認証CoC企業は、その希望によって、 SGEC国産認証材として流通させたい場合には、

SGEC認証材として主張してSGEC認証材のサプライチェーンに参画でき、また、PEFC国際

認証材として流通させたい場合には､PEFC認証材として主張してPEFC認証材のサプライ

チェーンに参画できる仕組となっている。

但し、この場合、一度PEFC認証材のサプライチェーンに入ったSGEC認証材は、 PEFC認

証材として一括管理されるため、再びSGEC認証材として管理することはできない。これ

は、 SGEC認証材（国産材）が、 PEFC認証材のサプライチェーンに流入することによって

外国産認証材に混入され､再びSGEC認証材として分別して管理することを制度的に担保

してないからである。

なお、 SGEC認証材として主張する場合又はPEFC認証材として主張する場合、認証CoC

企業はそれぞれ納品書等において明らかにしなければならない。なお、認証CoC企業は

PEFC、 SGEC両方の主張を行うことができる。
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SGEC/PEFC認証飼度

④
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璽埜唾
SGECﾉPEFC国際認証材市増

国内相互承盟麗旺森林生産材

SGEC盟歴材の主張

PEFC腿証材の主張

海外鯉証森林生産材

PEFC麗胚材の主張

PEFCロゴ

SGECﾉPEFCロゴ
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また、認証CoC企業が、 SGEC-CoC認証規格に基づき認証を受けている場合には、 SGEC

及びPEFCの両方の認証材を扱うことができ、それぞれの主張とロゴマークを表示し、そ

れぞれの認証材サプライチェーンに参入できる。なぜならば､SGEC-CoC認証規格はPEFC-

CoC認証規格を包含しているからである。

但し、PEFC-CoC認証規格で認証を取得したPEFC-CoC認証企業は、SGECロゴマークの表

示はできず、SGEC認証材を扱うことができない。これは、 PEFC-CoC認証企業は、PEFC認

証規格に基づき認証を受けており、SGEC認証規格に基づく認証材の管理を行う能力を有

しないからである。

なお、SGEC認証材が、海外の認証材市場に参入する場合は、PEFC認証材として認証材

市場に参入することとなる。これは、海外の認証CoC企業がSGEC認証規格に基づく認証

を受けていないことから、制度的にSGEC認証材として扱う能力を有していないことによ

る。
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認定機関の認定範囲と鯉鉦機関の翻鉦能力

腿定機関

PEFCの腿める認定の範囲内

での認定(PEFC規格で認定！

SGECの認める潔定の範囲内

での麗定(PEFC-CoCに係る規

格を含SGEC規格で潔定）

同
麗証 PEFC麗定麗証機関 SGEC麗定認証機関
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SGEC-CoC管理
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エ． プロジェクトCoC認証

プロジェクトCoC認証は、普段、コンクリート建築物を施工しており、一般的に木造

建築物は行わない大手ゼネコン等が施工する建築物を対象とする。

CoC認証を取得していない施工業者が認証材を使用して施工した建築物について､「プ

ロジェクトCoC認証」を取得している場合にあっては、認証制度上での第三者認証のも

とで認証材を使用した建築物として認められる。これは、 「プロジェクトCoC認証」に

よって、認証CoC企業が扱ったのと同様に、 CoC認証のチェーンを繋げることができる

からである。

CoC認証を取得していない施工業者が、プロジェクトCoC認証を実施しない場合にあ

っては、仮に認証CoC企業から納入された認証材を使用した建築物であっても、認証制

度上での第三者認証のもとで認証材を使用した建築物として認証することはできない。

但し、この場合、認証材を使用した旨の施工業者自身の自己宣言はできる。

このようなことから、オリンピックの競技施設等の大型の建築物を造る場合、認証材

を使用した屋根とか、ホールとか、を造る場合など木造の部分施設を施工する場合には

プロジェクトCoC認証を勧める。即ち、その木造部分施設に関して、認証材の納入、使

用、管理等の「プロジェクトCoC認証」に必要な工程について認証機関から事前の審査
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を受け、更に、工事終了後に実行結果について再度必要な工程について審査を受ける。

この手続きを踏むことによって、その建築物は、「プロジェクトCoC認証」と認められ、

認証材使用について認証制度上の第三者認証として認められる。このような建築物につ

いては、認証材を使用した建築物として認証され、 「X%SGEC/PEFC認証材」使用として

表示し、公表することができる。

④〃 「ｦ百三三夛雨さ諏司 ？僅膠。ニ
ミ

丘…

＜具体的なプロジェクト麗柾の仕組み＞

建築プロジェクトの (大型建築物又は屋根建築物の一部)の－回■

限りのCOC認証を行う制度

･総合的な管理組織であるプロジェクト･マネージャー(管理主付 )を決
定し､プロジェクトCoCを管理

･建設プロジェクトの原料供給など関わるプロジェクト･メンバミを決定し
､各メンバーが調達から完成までの間適切に供給材の管理を実施（

麗証原材料等供給者はCoC鹿証取得者）

･プロジェクトCoCは､露鉦材の使用比率についてゴロジェクト全体に投
入された麗旺材原材料の劉合によって算出

以上の通り、 「プロジェクトCoC認証」は、その建築プロジェクトが持続可能な森林

経営のもとで管理された認証材が使用されていることを第三者に保証する制度である。

特に、東京五輪・パラリンピック等の建築物については、認証材使用について「プロ

ジェクトCoC認証」によって、認証制度上の第三者認証に基づく客観的なデータとして

公表され、広く国内外にアピールすることができるようにすることが望ましい。

－48－

五輪施設等で鯉証材使用をアピールするためプロジェクト腿証が必要

プロジェクトCoC腿証によって建築プロジェクトが持続可能に管理された

麗証材が使用されていることを第三者に保胚する制度



(参考）

プロジェクトCoC盟証の流れ

プロジェクトCoC

の禄要の決定
一

CoC浬証審査

･メンバーの管理

･手原書の作成

･供給材のDDS内部監査
･ロゴマークの申講｡管理など

プロジェクトCoC

完成審査
プロジェクト

CoCの実行
一
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プロジェクトCoC

の申請



SGEC/PEFCプロジェクトCoC認証の例

静岡県富士山世界遺産センタープロジェクトCoC認証

認証取得

年月日
認証番号 認証取得者 住所

富士地区林業振興対策協議会

｢静岡県富士山世界遺産センタ

ープロジェクトCoC認証｣取得

静岡県富士市大淵6979－5

(富士市森林組合内）
JIA-POO1 H29.7.18

注：本件は日本における最初のSGEC/PEFCプロジェクトCoC認証取得例である。

静岡県富士山世界遺産センター
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